
 

 

 

米国非製造業の企業収益 
 

～米経済を下支えする好調な企業部門～ 

 

＜要旨＞ 

○米国の成長率は住宅投資の減少などにより低下しているが、一方で、減速している家計

部門に代って企業部門が下支えすることで、米国景気は失速を回避し、軟着陸するとの

期待がある。本稿ではサービス業の収益に焦点をあて、米国の企業収益の持続性につい

て考察した。 

○米国の産業構造をみると、経済のサービス化が進展し非製造業、特に狭義サービス業の

ウエイトが高まっている。狭義サービス業は、就業者数に占める割合も高い。 

○狭義のサービス業とは、具体的には「専門サービス」、「教育・医療」、「レジャー・娯楽」、

「その他のサービス」の４業種である。このうち「専門サービス」は高度な技能を有す

る職種であり、業種別就業者数では第２位の大きさを占めている。「教育・医療」、「レジ

ャー・娯楽」、「その他のサービス」についても、売上高の拡大が続いている。 

○一般に米国企業について生産性の伸びが加速していることが注目されているが、狭義サ

ービス業の生産性は水準、上昇率ともに低い。このため狭義サービス業では需要の安定

的な拡大が企業業績の好調に寄与しているといえる。2000 年代以降をみると、製造業が

循環的な下降局面入りした場合でも、サービス業の安定的な拡大が持続し、ＧＤＰ成長

率の失速を回避してきたことが分かる。 
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はじめに 

○米国の成長率は、住宅投資の減少などにより低下している。しかし、一方でガソリン価

格の下落や、長期金利の低下による住宅投資の底入れ期待などを背景に、景気が軟着陸

するとの見方も存在している。 

○こうした楽観論の背景にあるのが雇用、所得の拡大を生み出している企業部門の好調で

ある。米国経済全体が減速しても、収益の拡大が続く企業部門が下支えすることが期待

されている。民間金融機関の成長率予測の平均値をみると、米国の成長率は 2006 年 10

～12 月期以降、緩やかに拡大し、2007 年の後半には３％台に回復することが見込まれ

ている（図表１、２）。 

○もっとも、米国の企業部門の先行きについて慎重な意見もある。すなわち、経済全体が

減速感を強める中で、企業部門だけが好調を持続することは困難との見方である。また、

足元の企業収益についても、①世界経済の拡大の恩恵を受けやすいグローバル展開を行

なっている大企業の収益が伸びていること、②金融機関の収益が伸びていること、③資

源価格の高騰により石油会社等エネルギー部門の利益が増大していることなど、企業収

益の好調に偏りがみられることを指摘する見方もある。 

○しかし、米国の企業収益を業種別にみると、非製造業、とりわけＮＩＰＡ（米国民所得

勘定）統計の中で、「その他のサービス業」に分類される業種の押し上げ寄与が大きい

ことが分かる。こうした業種は、経済の成熟化、サービス化の流れを受けて、米国で産

み出されている付加価値全体の中で最も高いシェアを占めている。 

○本稿では、こうした「その他サービス業」の収益動向を中心に分析することにより、米

国の企業部門の収益拡大の持続性について考察し、これらの業種が先行きの米国経済を

十分に下支えする可能性があることを指摘する。 

 

図表１．米成長率のコンセンサス予測
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図表２．米企業収益の推移
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１．米国経済の中の非製造業の位置づけ 

（１）一段と進行する経済のサービス化 

○米国で産み出される付加価値を業種別にみると、非製造業の付加価値は経済全体の 75％

程度にまで拡大しており、経済のサービス化が一段と進行していることが分かる（図表

３）。 

○業種別の付加価値のシェアをみると、「製造業」のシェアが 2000 年代以降の平均でみる

と 10％強にまで縮小している一方、「サービス業」と「金融・不動産」がいずれも 20％

を上回っている。特に「サービス業」のシェアは、1950 年代から 2000 年代にかけて３

倍に拡大した。また、それ以外の非製造業のシェアをみると、「情報」のシェアは拡大

しているもののまだ小さく、「小売」のシェアは縮小している。（図表４）。 
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図表３．進む産業構造のサービス化

 
 

（％）

50年代 5.4 2.9 4.7 28.5 5.1 1.7 2.1 6.5 9.9 12.1 8.5 46.0 12.3

60年代 3.4 2.0 4.7 26.7 4.1 2.1 2.4 7.0 9.4 13.9 10.5 49.5 13.7

70年代 3.1 2.3 4.9 22.8 3.8 2.4 2.5 7.1 9.4 14.0 12.2 51.4 14.7

80年代 2.1 3.1 4.4 19.6 3.4 2.6 2.9 6.8 9.0 16.2 15.5 56.5 13.9

90年代 1.4 1.1 4.0 15.6 3.0 4.2 2.3 6.1 6.9 18.7 23.2 64.5 13.4

2000年代 1.0 1.3 4.6 12.9 2.9 4.6 2.0 5.9 6.8 20.4 25.0 67.6 12.6

　（出所）商務省

図表４．米国の業種別名目ＧＤＰのシェア

運輸 情報 公益 卸売り 小売
金融・
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（２）産業構造の変化を反映する雇用の伸び 

○また、狭義のサービス業は雇用の拡大をけん引している。北米産業分類（ＮＡＩＣＳ）

による 13 の業種別就業者数の推移みると、近年では狭義サービス業が規模、増加数と

も大きい。狭義サービス業の４業種（「専門サービス業」、「教育・医療」、「教養・娯楽」、

「その他のサービス業」）は、2005 年の産業別ＧＤＰに占める割合でみると 25％程度で

あるのに対し、就業者数ベースでは全体の約 40％を占めている（図表５）。 

 

図表５．米国の業種別就業者数
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○1990 年代以降の業種別雇用者数の変化をみると、狭義サービス業は雇用増加率上位を占

めている。逆に減少率上位には、製造業が多いことが分かる（図表６、７）。 

 

（％） （％）

① 鉱業（掘削補助） 70.6 ① 衣 料 -53.9 

② 在宅医療サービス 35.9 ② 繊 維 -51.4 

③ 経営および技術コンサルティング 35.5 ③ 皮革製品 -48.3 

④ 外来診療サービス 29.9 ④ 通信機器 -38.7 

⑤ 社会補助サービス 24.8 ⑤ ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ・周辺機器 -33.6 

⑥ 教 育 23.0 ⑥ インターネット -31.7 

⑦ 医 師 21.5 ⑦ 半導体・電子部品 -27.5 

⑧ 住宅建築 19.7 ⑧ 電気機器 -24.3 

⑨ 観光輸送 17.8 ⑨ 一次金属（鉄鋼など） -24.8 

⑩ 卸売業（電子関連） 17.1 ⑩ 繊維製品 -23.8 

参考 全業種平均 4.1 参考 全業種平均 4.1

（注）直近2006年11月の雇用者数と90年代平均雇用者数との比較 （注）直近2006年11月の雇用者数と90年代平均雇用者数との比較
（出所）労働省 （出所）労働省

図表６．90年代と比べた雇用増加率上位業種 図表７．90年代と比べた雇用減少率上位業種
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○雇用減少率上位の３業種は、いずれも中国の追い上げが最も激しい業種である。また、

４～８位のハイテク関連業種は、ＩＴバブル崩壊の影響を受けたものとみられる。グー

グルやユーチューブが分類される「インターネット」は、個別には高い成長力が注目さ

れる企業が存在するものの、業種全体でみるとＩＴバブル崩壊の影響により雇用の増加

率は低下している（前頁図表７）。 

○狭義サービス業の雇用増加率が高い傾向は、今後も持続する見通しである。労働省の業

種別雇用増減率予測によると、高い雇用増加率が見込まれているのは狭義サービス業で

あるのに対し、製造業では大幅な雇用減が見込まれている（図表８）。 

 

図表８．業種別の雇用増減率の予測 ～ 米労働省
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２．サービス産業の実態 

○では、米国の経済成長や雇用の拡大を牽引する狭義のサービス業の実態とはどのような

ものであろうか。「専門サービス」、「医療サービス」、「レジャー・娯楽」、「その他サー

ビス」に分けて説明しよう。 

（１）専門サービス 

○「専門サービス」は、「専門職・科学技術サービス」と「運営・支援・廃棄物処理・再生

サービス」の２つの部門で構成される。「専門サービス」の売上高は、狭義サービス業

４業種の中で最大である。また就業者数は、「医療サービス」部門に次ぎ全ての業種で

２番目の規模である。 

○「専門・技術サービス」の内訳業種をみると、弁護士などの「法律サービス」、建築設計

士などの「建築・エンジニアリング関連サービス」、ＳＥなどの「コンピュータシステ

ムデザイン・同関連サービス」の売上高が大きい。 

○また、経営コンサルタント、環境コンサルタントなどの「経営・科学技術コンサルタン

トサービス」、理科系・文科系の研究職を含む「科学技術開発サービス」など、高い学

歴が求められる職種が多く含まれている。こうした特殊な技能を有する職種が全米で２

番目の雇用吸収セクターであることは、米国経済の特徴の一つといえよう（図表９）。 

（億ドル）

法律サービス 1,450 1,542 1,606 1,716 1,800 1,999 2,095 44.4

法律事務所 1,372 1,462 1,528 1,630 1,708 1,878 1,974 43.8
その他 78 79 78 86 92 121 121 55.2
会計・税務・簿記・給与計算サービス 659 717 794 828 841 878 929 40.9

建築・エンジニアリング関連サービス 1,252 1,339 1,503 1,575 1,583 1,609 1,801 43.8

建築サービス 208 223 250 267 252 269 286 37.4
エンジニアリングサービス 916 990 1,119 1,158 1,169 1,175 1,328 44.9

特殊デザインサービス 152 162 179 178 171 181 196 28.9

インテリアデザイン 60 63 68 69 70 75 81 34.0
その他の特殊デザイン 92 99 111 109 101 106 116 25.5

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｼｽﾃﾑﾃﾞｻﾞｲﾝ・同関連ｻｰﾋﾞｽ 1,381 1,648 1,864 1,839 1,734 1,714 1,732 25.4

経営・科学技術コンサルタントサービス 747 820 905 1,000 1,059 1,093 1,223 63.7

経営コンサルティング 644 712 783 860 909 921 1,024 59.0
環境コンサルティング 46 50 56 62 69 79 87 90.7
その他の科学技術コンサルティング 57 57 67 77 81 93 111 94.5

科学研究開発サービス 273 308 356 416 460 481 543 98.7
物理・ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ・生命科学分野の研究開発 261 293 340 399 441 461 520 99.6
社会科学・人文科学の研究開発 13 14 16 17 19 20 23 79.8

広告・同関連サービス 488 531 597 586 567 586 636 30.3

広告代理店 160 182 216 213 211 224 246 53.5
広報代理店 46 51 65 62 62 63 70 52.0
ディスプレイ広告 39 44 48 45 46 49 54 37.9
ダイレクトメール広告 96 99 104 107 105 106 116 21.0

その他の専門職・科学技術サービス 195 213 233 247 246 256 274 40.8

ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ･ﾘｻｰﾁ･世論調査 97 110 117 114 109 111 119 22.0
写真サービス 65 64 66 68 65 68 70 7.9

       合   計 6,598 7,279 8,036 8,384 8,461 8,798 9,428 42.9

（出所）米商務省

図表９．専門職、科学技術サービスの売上高の推移

1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004
6年間の成
長率(%)
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○「専門サービス」を構成するもう一つは「運営・支援・廃棄物処理・再生サービス」で

ある。これには主に企業の事務管理サービスと、廃棄物処理に関連する業種が含まれる。 

○この部門で最も売上高が大きいのが「雇用サービス」であり、「人材派遣サービス」など

が含まれる。また、最も売上高の伸びが加速しているのは、「事務管理サービス」、「ビ

ル・住居に対するサービス」である。これらはいずれも企業のアウトソーシング需要の

高まりを背景に売上高が伸びている業種といえよう（図表 10）。 

 

（億ドル）

運営・支援サービス 2,828 3,131 3,451 3,388 3,458 3,601 3,849 36.1

事務管理サービス 188 223 263 295 321 346 380 101.9

設備サポートサービス 107 115 132 129 130 122 125 16.5

雇用サービス 1,171 1,313 1,442 1,295 1,287 1,338 1,457 24.4

一時援助サービス 706 767 796 687 682 699 777 10.0

人材派遣サービス 431 504 596 555 545 580 615 42.8

ビジネスサポートサービス 344 374 412 440 440 461 482 40.1

電話取次ぎサービス 125 136 148 151 134 133 138 11.0

ビジネスセンターサービス 72 77 83 83 82 83 85 17.1

旅行手配・座席予約サービス 230 249 261 256 255 266 282 22.7

旅行代理店 108 115 116 102 94 98 101 -6.3

その他 87 97 109 121 130 136 146 66.8

調査・警備サービス 236 260 276 285 314 323 337 42.8

調査・警備・武装車両サービス 154 168 176 175 195 209 218 41.4

警備・パトロールサービス 115 129 134 130 148 156 163 41.4

セキュリティシステムサービス 82 92 100 111 119 114 120 45.2

ビル・住居に対するサービス 292 320 355 379 398 433 452 54.6

ビル管理サービス 199 219 247 263 271 294 304 53.3

その他の支援サービス 259 277 309 308 314 312 333 28.6

会議・展示会サービス 65 70 84 84 86 91 95 45.4

廃棄物処理・再生サービス 459 496 512 517 513 546 586 27.8

廃棄物収集 254 282 288 286 282 303 324 27.9

廃棄物処理・廃棄 94 99 110 113 108 112 114 21.0

再生・その他の廃棄物処理サービス 111 115 114 117 123 131 148 33.2

       合   計 3,287 3,628 3,963 3,904 3,971 4,146 4,435 34.9

（出所）米商務省

図表１０．運営・支援・廃棄物処理・再生サービスの売上高の推移

1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004
6年間の成
長率(%)
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（２）医療サービス 

○「医療サービス」は、売上高が狭義サービス業４業種の中で「専門サービス」に次いで

大きく、就業者数は製造業も含めた全ての業種の中で最大となっている。 

○「医療サービス」の内訳をみると、一般病院などの「通院医療サービス」、総合病院など

の「病院」、介護施設などの「療養・居住型介護施設」、派遣介護ヘルパーなどの「社会

扶助」に分類される。このうち売上高の大半を占めるのが、「通院医療サービス」と「病

院」である（図表 11）。こうした業種は賃金水準と比べ、労働負担が厳しく、増大する

移民の雇用吸収セクターにもなっている。 

○ベビーブーマー世代が高齢人口となり始めている中で、医療サービスは今後も需要の高

い伸びが見込まれる。また、株式市場でＭ＆Ａが活発化する中、株式会社形態をとる大

手病院チェーンが過去最大規模の買収対象となるなど、市場の注目が高い業種といえる。 

 

（億ドル）

通院医療サービス 3,781 3,943 4,194 4,537 4,886 5,263 5,683 50.3

医師オフィス 1,914 2,002 2,138 2,313 2,488 2,703 2,908 52.0

歯科医オフィス 533 566 609 658 711 734 789 47.9

その他の保健関連オフィス 297 305 320 348 371 397 429 44.6

カイロプラクティック 69 73 76 84 90 94 96 38.7

検眼医 66 70 76 79 83 86 93 40.7

PT/OT/言語・聴覚療法 90 85 85 95 107 118 134 49.6

外来医療センター 425 441 468 501 548 591 636 49.7

医学診断研究所 195 206 235 269 284 305 324 66.3

家庭介護サービス 282 275 268 284 304 340 383 35.9

その他の外来医療サービス 136 147 156 163 179 194 214 57.3

病院 3,916 4,067 4,239 4,553 5,001 5,292 5,694 45.4

一般内科外科病院 3,661 3,806 3,975 4,273 4,697 4,962 5,338 45.8

医学診断研究所 135 139 134 135 136 136 134 -1.0

その他の外来医療サービス 119 123 129 144 168 194 223 86.3

療養・居住型介護施設 1,038 1,063 1,127 1,205 1,271 1,330 1,381 33.0

療養施設 645 645 672 708 741 774 800 23.9

高齢者用コミュニティ施設 146 153 167 181 193 206 216 48.2

療養・居住型介護施設 103 107 116 124 133 141 147 42.7

高齢者用コミュニティ施設 185 202 221 244 261 270 283 53.0

社会扶助 657 717 800 890 950 1,008 1,076 63.7

対個人・対家族サービス 330 359 403 453 482 509 541 63.8

対青少年サービス 87 94 105 119 125 135 136 56.1

対高齢者・障害者サービス 108 116 128 141 153 163 177 64.2

その他の対個人・家族サービス 135 148 170 193 204 211 227 68.5

対コミュニティ・救援サービス 102 111 123 133 140 150 166 62.5

コミュニティ・食糧供給 23 25 28 30 31 33 35 52.9

コミュニティ・住宅供給 41 44 49 55 58 61 64 57.6

緊急・救援サービス 39 42 46 48 51 56 67 73.3

職業訓練サービス 76 82 95 103 110 121 130 72.4

児童昼間保育サービス 150 165 180 201 218 228 239 60.0

       合   計 9,392 9,790 10,360 11,185 12,109 12,894 13,834 47.3

（出所）米商務省

図表１１．医療サービスの売上高の推移

1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004
6年間の成
長率(%)
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○「医療サービス」部門の企業の売上高の基調を決める米国の医療費の動きをみると、国

民支出、民間消費支出いずれのベースでみても高い伸びが続いている。特に「入院医療」、

「医師サービス」費用の支出項目が大きい。 

○また伸び率をみると「薬品、医療材料」の伸びが顕著に高くなっており、10 年足らずの

間で２倍超に急増している。 

○さらに高齢人口が増加する中で、「養護施設医療」に対する支出の伸びも高くなっている。

「養護施設医療」に対する支出額は国民支出ベースでみると「薬品、医療材料」に次ぐ

規模である（図表 12）。 

 

（億ドル）

入院医療 3,763 3,950 4,170 4,514 4,886 5,255 5,708 51.7

医師サービス 2,564 2,696 2,886 3,131 3,379 3,670 3,999 56.0

歯科医サービス 535 571 620 675 733 769 815 52.4

その他の専門サービス 357 371 391 428 457 491 527 47.5

家庭保健医療 332 316 306 322 343 381 432 29.9

薬品、医療材料 886 1,047 1,208 1,386 1,579 1,741 1,885 112.7

その他の医療非耐久財 282 298 302 303 309 321 323 14.4

眼鏡、器具 187 190 193 196 208 221 230 22.5

養護施設医療 895 905 953 1,015 1,057 1,104 1,152 28.7

その他の保健サービス 303 340 371 419 463 504 533 75.9

行政および民間保険の純支出 637 709 812 896 1,061 1,249 1,367 114.6

政府の公共保健活動 838 903 940 987 1,088 1,161 1,246 48.7

       合   計 11,118 11,800 12,645 13,755 14,992 16,245 17,530 57.7

　　年平均伸び率（％） 5.4 6.1 7.2 8.8 9.0 8.4 7.9 －

（出所）米保健・福祉省

6年間の成
長率(%)

2004

図表１２．米医療サービス支出（目的別）の推移

1998 1999 2000 2001 2002 2003

 
 

 

 

（３）レジャー・娯楽 

○「レジャー・娯楽」は「芸術・エンターテイメント・娯楽サービス」と「宿泊・飲食サ

ービス」で構成されている。このうち、「宿泊・飲食サービス」は、商務省の Service Annual 

Survey の中では、集計・推計の対象から除外されている（次頁図表 13）。 

○「芸術・エンターテイメント・娯楽サービス」は「上演芸術・観戦スポーツ」、「博物館・

史跡・その他」、「娯楽・ギャンブル・レクリエーション」に分類される。このうち規模、

伸び率とも最大なのは「娯楽・ギャンブル・レクリエーション」である。 

○「芸術・エンターテイメント・娯楽サービス」の売上高は、レクリエーション支出の増

加により全般的に拡大している。ギャンブル産業は過去６年間で２倍に伸びている（次

頁図表 14）。 
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（億ドル）

上演芸術・観戦スポーツ 458 479 512 542 583 604 628 37.1

上演芸術劇団 100 103 107 108 109 111 116 15.3

観戦スポーツ 165 176 193 204 223 224 237 43.0

スポーツチーム・クラブ 88 93 107 115 130 133 141 60.2

レース場 56 62 63 65 67 66 70 25.9

その他の観戦スポーツ 22 21 23 25 26 26 25 16.9

上演芸術・観戦ｽﾎﾟｰﾂなどのｲﾍﾞﾝﾄﾌﾟﾛﾓｰﾀｰ 84 91 97 106 117 124 131 56.1

芸術家・運動選手・有名人の代理人・ﾏﾈｰｼﾞｬｰ 32 34 36 38 41 41 43 35.2

芸術家・作家・演者 77 76 78 86 93 104 102 33.1

博物館・史跡・その他 83 87 94 92 86 91 97 16.5

娯楽・ギャンブル・レクリエーション 596 632 669 705 750 799 861 44.5

遊園地・アーケード 87 88 94 98 94 99 106 21.9

遊園地・テーマパーク 74 76 82 86 82 87 93 26.0

娯楽アーケード 12 12 12 12 13 12 12 -2.5

ギャンブル産業 122 132 146 167 189 224 257 111.5

カジノ 78 86 96 111 124 146 167 112.8

その他のギャンブル産業 43 46 50 55 65 78 90 109.1

その他の娯楽・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝｻｰﾋﾞｽ 388 412 428 440 467 476 498 28.5

ゴルフ場 154 163 167 169 175 170 179 15.8

スキー場 14 14 16 16 18 18 20 42.3

マリーナ 29 32 34 34 34 34 34 15.4

ﾌｨｯﾄﾈｽｸﾗﾌﾞ･ｽﾎﾟｰﾂｾﾝﾀｰ 108 118 125 135 150 161 168 56.0

ボーリング場 26 27 28 29 31 33 35 34.0

その他の娯楽・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝｻｰﾋﾞｽ 56 58 59 57 59 60 62 11.2

       合   計 1,137 1,199 1,274 1,339 1,419 1,493 1,585 39.5

（出所）米商務省

図表１３．芸術・エンターテイメント・娯楽サービスの売上高の推移

1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004
6年間の成
長率(%)

 
 

（億ドル）

書籍・地図 288 315 337 346 371 387 406 41.0

雑誌・新聞・楽譜 321 335 350 350 351 363 396 23.4

非耐久財・スポーツ用品 513 547 566 576 592 606 635 23.8

車輪付き製品・ｽﾎﾟｰﾂ用品・写真用品 483 526 576 592 614 656 714 47.8

AV製品・ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ・楽器類 997 1,081 1,166 1,155 1,200 1,231 1,334 33.8

AV製品・楽器 627 678 728 736 754 765 818 30.5

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ・周辺機器・ｿﾌﾄ 370 404 438 420 446 466 516 39.5

ラジオ・テレビ修理 41 41 42 40 41 41 46 12.2

花・種・鉢植えの植木 164 171 180 180 180 179 183 11.6

催し物見物の入場料 262 284 304 322 348 360 374 42.7

映画館 72 79 86 90 96 99 99 37.5

専門劇場・ｵﾍﾟﾗ・非営利団体主催娯楽 92 99 103 109 117 119 124 34.8

観戦スポーツ 98 106 115 124 135 143 151 54.1

クラブ組織（保険を除く） 171 180 190 200 211 222 223 30.4

商業娯楽 631 688 758 796 837 912 1,007 59.6

競馬の純収入 44 49 50 51 53 52 56 27.3

その他 1,144 1,243 1,339 1,432 1,500 1,589 1,709 49.4

       合   計 5,058 5,461 5,857 6,040 6,299 6,599 7,084 40.1

（出所）米商務省

2003 2004
6年間の成
長率(%)

図表１４．米レクリエーション消費支出の推移

1998 1999 2000 2001 2002
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（４）その他サービス業 

○「その他サービス業」に分類されるのは、ＮＡＩＣＳの他の部門に含まれないサービス

を提供する、有給の従業員のいる事業所である。主に「修理・メンテナンス」と「対人・

洗濯サービス」から構成されている（図表 15）。 

○「その他サービス業」の中で最も高い伸びを記録しているのが「対人サービス」である。

この分類項目の中心となるのは、消費者の美容意識の高まりを背景に需要拡大が著しい

美容サービス業である。 

○また、葬儀、ペット、写真現像、時間貸し駐車場、鑑定などもこの部門に含まれるほか、

世帯で主として家事サービスのために雇用される場合もここに含まれる。 

 

（億ドル）

修理・メンテナンス 1,032 1,076 1,130 1,179 1,183 1,231 1,278 23.8

自動車修理・メンテナンス 663 694 732 765 752 786 811 22.4

機械・電気系統の修理・メンテナンス 349 361 379 399 384 404 422 20.9

車体・塗装・内装・ガラス修理 232 243 258 263 262 272 277 19.6

その他の自動車の修理・メンテナンス 83 90 96 103 106 109 113 36.4

電子製品・精密機械の修理・メンテナンス 132 141 144 149 150 151 164 23.9

商工業用機械の修理・メンテナンス 142 142 152 163 178 189 194 36.2

個人用品・家庭用品の修理・メンテナンス 95 98 101 103 103 105 109 15.5

家庭用品・園芸用品の修理・メンテナンス 36 38 39 39 41 42 43 17.6

室内装飾品・家具の修理 11 12 12 12 13 13 12 17.2

履物・皮革製品の修理 2 2 2 2 2 2 2 -2.6

その他 46 46 48 49 48 48 52 14.2

対人・洗濯サービス 602 634 671 691 707 721 745 23.8

対人サービス 163 170 183 189 202 211 232 41.9

整髪・ネイルケア・スキンケア 140 144 156 158 165 171 189 35.5

その他 24 26 27 31 37 40 42 79.7

葬儀 136 138 137 142 143 153 151 10.7

葬儀社・葬儀サービス 102 103 103 109 110 120 117 15.0

墓地・霊園 34 35 34 33 32 33 34 -1.8

ドライクリーニング・洗濯サービス 180 191 200 205 204 195 200 11.2

コインランドリー・ドライクリーナー 27 30 34 35 35 32 32 18.8

ﾄﾞﾗｲｸﾘｰﾆﾝｸﾞ・洗濯ｻｰﾋﾞｽ（除．ｺｲﾝ式） 72 76 78 78 78 73 76 4.7

リネンサプライ・ユニフォームサプライ 81 85 87 92 92 90 92 14.5

その他 122 135 152 155 158 161 162 32.6

宗教・助成金交付・専門職・類似の団体 1,040 1,113 1,196 1,158 1,130 1,183 1,299 24.9

       合   計 2,673 2,822 2,997 3,029 3,020 3,134 3,322 24.2

（出所）米商務省

図表１５．その他サービスの売上高の推移

1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004
6年間の成
長率(%)
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３．低いサービス業の生産性 

（１）業種間で拡大する生産性格差 

○米国の企業部門の特徴として、近年、労働生産性の上昇率が高いことが指摘されている。

90 年代後半には、グリーンスパン前ＦＲＢ議長が度々言及して注目されたが、その後も

2000 年代に入り、労働生産性の上昇率は加速し、2000 年代平均でみると 90 年代後半を

上回っている。 

○そこで、各業種別の労働生産性を、水準そのものと上昇率の両方について整理し、狭義

サービス業の労働生産性の特徴を整理することにする。まず、労働生産性の水準につい

てみると、生産性が高い業種と低い業種との格差が顕著である。全業種中、最も生産性

が高いのは「情報」である。また、「卸売業」、「金融」、「製造業」の生産性も高い。逆

に、「小売業」、「教育・医療」、「その他サービス」、「レジャー・娯楽」の生産性は低く、

「専門サービス」、「運輸・倉庫業」の生産性は全業種の中位にある。「情報」と「レジ

ャー・娯楽」の生産性を比べると、格差は６倍超に拡大している（図表 16）。 

 

図表１６．業種別生産性の水準比較
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情報 金融 専門サービス 教育・医療

レジャー・娯楽 その他サービス

 （注） 業種別ＧＤＰ（実質価格・2000年基準）/雇用者数の値
（出所）商務省、労働省

（万ドル／人）
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（２）生産性と雇用の関係 

○次に、労働生産性の上昇率を業種別にみると、「情報」、「卸売」、「金融」、「製造業」とい

った生産性の水準そのものが高い業種に加え、「運輸・倉庫」、「小売」でも高い上昇率

を示している。逆に、生産性上昇率が低い業種は、「専門サービス」、「教育・医療」、「レ

ジャー・娯楽」、「その他サービス」といった狭義サービス４業種である。 

○こうした生産性の水準や上昇率にみられる業種間格差は、技術進歩のペースや規制緩和

の進展の相違を反映したものとされる。しかし、業種別の就業者数との関係をみると、

ストックとしての就業者数が大きい業種ほど、生産性が低くなる傾向がみられる。こう

した傾向は、「教育・医療」、「小売業」、「レジャー・娯楽」で顕著となっている（図表

17）。 

○生産性と就業者数との関係は、変化率を比較すると特に顕著となる。全 10 業種中、生産

性の上昇率が上位にある４業種は、雇用の増加率では下位の４業種となっている。逆に、

生産性の上昇率が下位の４業種は、雇用の増加率では上位４業種である。また、生産性

上昇率が中位にある業種は、雇用増加率でも中位にある（次頁図表 18）。 

 

図表１７．業種別就業者数の水準比較
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順位 順位

① 製造業 -1.1 10 4.5 2

② 卸売業 0.8 9 3.8 3

③ 小売業 1.2 7 3.8 3

④ 情　報 1.2 7 5.0 1

⑤ 運輸・倉庫 1.8 5 2.1 6

⑥ 金　融 1.4 6 2.6 5

⑦ 専門サービス 3.2 2 0.5 7

⑧ 教育・医療 3.4 1 -1.1 10

⑨レジャー・娯楽 2.3 3 0.4 8

⑩その他サービス 2.1 4 -0.9 9

 （注） 年平均の値
（出所）商務省、労働省

雇用増加率 生産性上昇率

図表１８．雇用増加率と生産性上昇率の関係

 

 

○経済全体の生産性上昇率が加速し、業種間の生産性格差が拡大すると、生産性の低い業

種で雇用が減少し、生産性の高い業種に移動することが期待される。しかし、現実には、

生産性と雇用の関係は逆相関にあり、生産性上昇率の低い業種ほど、雇用の増加率が高

いことが分かる。 

○このことは、ある業種の生産性上昇は、雇用者数の伸びの低下や減少をともなう可能性

が大きいことを示している。また、相対的に熟練が低い労働力は、生産性がより低位に

ある業種に移動することが類推される。このため、生産性が低位にとどまる業種は、い

わば雇用の受け皿になっているとみられ、雇用の拡大は生産性の上昇率を低位にとどめ

る一因と考えられる。 

 

（３）サービス業の生産性低迷の要因 

○生産性上昇率を要因分解し、業種間格差の背景にある雇用以外の要因をみると、労働や

資本ストックの増減を反映する資本装備率要因は、ほとんどの業種で生産性上昇に寄与

している。一方、全要素生産性は、生産性上昇率が高い６業種では生産性の押し上げに

寄与しているのに対し、生産性上昇率の低い狭義サービス業ではマイナス寄与となって

いる（次頁図表 19、次々頁図表 20）。 

○この結果から、狭義サービス業については資本装備率要因は生産性上昇率を高めており、

ＩＴを中心とした資本ストックの伸びが労働力増加に見合った程度でなされていると

考えられる。これらの業種でＩＴ利用が遅れているとはいえない。逆に、労働や資本ス

トック要因以外の、技術革新や規制緩和などの不足が狭義サービス業の生産性上昇率を

抑制していることになる。 
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（年）

図表１９．米国の生産性上昇率（業種別）
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88～94 95～99 00～05 88～94 95～99 00～05

生産性上昇率 3.3 4.7 5.5 生産性上昇率 3.7 4.8 3.0

資本装備率要因 0.9 1.4 1.0 資本装備率要因 0.5 2.4 1.6

資本装備率上昇率 2.5 3.8 3.0 資本装備率上昇率 1.5 6.7 4.6

資本ストック増加率 2.1 4.2 ▲ 0.2 資本ストック増加率 2.2 9.0 4.2

就業者増加率 ▲ 0.5 0.4 ▲ 3.2 就業者増加率 0.7 2.3 ▲ 0.4

全要素生産性上昇率要因 2.4 3.4 4.5 全要素生産性上昇率要因 3.2 2.5 1.4

88～94 95～99 00～05 88～94 95～99 00～05

生産性上昇率 3.1 4.4 4.1 生産性上昇率 2.6 1.1 2.4

資本装備率要因 1.1 1.2 1.4 資本装備率要因 ▲ 0.6 0.7 0.5

資本装備率上昇率 3.1 3.5 4.2 資本装備率上昇率 ▲ 1.8 2.1 1.3

資本ストック増加率 4.4 5.6 4.5 資本ストック増加率 0.5 5.1 1.5

就業者増加率 1.2 2.1 0.3 就業者増加率 2.3 3.0 0.2

全要素生産性上昇率要因 2.0 3.2 2.7 全要素生産性上昇率要因 3.2 0.4 2.0

88～94 95～99 00～05 88～94 95～99 00～05

生産性上昇率 3.9 3.5 7.3 生産性上昇率 1.2 3.2 3.9

資本装備率要因 1.4 1.6 1.8 資本装備率要因 2.1 2.3 0.8

資本装備率上昇率 4.0 4.4 5.1 資本装備率上昇率 6.1 6.6 2.4

資本ストック増加率 5.3 9.0 3.4 資本ストック増加率 7.2 8.8 3.5

就業者増加率 1.3 4.5 ▲ 1.7 就業者増加率 1.1 2.2 1.0

全要素生産性上昇率要因 2.6 1.9 5.6 全要素生産性上昇率要因 ▲ 0.9 0.9 3.0

88～94 95～99 00～05 88～94 95～99 00～05

生産性上昇率 ▲ 0.1 ▲ 0.4 2.0 生産性上昇率 ▲ 2.3 ▲ 1.9 0.7

資本装備率要因 1.5 4.2 3.4 資本装備率要因 0.7 2.2 2.3

資本装備率上昇率 4.3 12.0 10.1 資本装備率上昇率 2.1 6.1 6.7

資本ストック増加率 7.8 17.6 11.0 資本ストック増加率 6.5 9.0 9.4

就業者増加率 3.5 5.6 1.0 就業者増加率 4.3 2.9 2.7

全要素生産性上昇率要因 ▲ 1.6 ▲ 4.7 ▲ 1.4 全要素生産性上昇率要因 ▲ 3.0 ▲ 4.1 ▲ 1.6

88～94 95～99 00～05 88～94 95～99 00～05

生産性上昇率 ▲ 0.3 1.0 0.7 生産性上昇率 ▲ 0.3 ▲ 2.5 ▲ 0.4

資本装備率要因 0.4 1.6 1.9 資本装備率要因 ▲ 0.3 ▲ 0.3 0.1

資本装備率上昇率 1.1 4.5 5.6 資本装備率上昇率 ▲ 0.9 ▲ 0.9 0.2

資本ストック増加率 3.7 7.2 7.3 資本ストック増加率 1.7 1.9 1.1

就業者増加率 2.6 2.7 1.7 就業者増加率 2.6 2.8 1.0

全要素生産性上昇率要因 ▲ 0.6 ▲ 0.6 ▲ 1.3 全要素生産性上昇率要因 0.0 ▲ 2.1 ▲ 0.5

 （注） 資本装備率要因＝資本装備率上昇率×（１－労働分配率）
        全要素生産性上昇率要因は生産性上昇率－資本装備率要因
（出所）米商務省、米労働省

図表２０．米国の生産性上昇率の要因分解

＜情　報＞

＜専門サービス＞

＜製造業＞

＜小売業＞

＜金　融＞

＜教育・医療＞

＜その他サービス＞

＜卸売業＞

＜運輸・倉庫業＞

＜レジャー・娯楽＞
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４．需要の持続的な拡大が追い風に 

（１）低生産性を補うサービス消費の持続的な拡大 

○企業収益や雇用で米国経済のけん引役となっている狭義サービス業の生産性は、水準で

みても上昇率でみても低い。このため、これらの業種においては、一般に注目される生

産性の動向よりも、需要の動向が企業収益を左右する要因だと考えることができる。 

○そこで、個人消費の支出項目の内訳について、1970 年からの長期的なトレンドをみると、

サービス関連支出は個人消費全体を上回って拡大していることがうかがえる。特にレク

リエーション支出の拡大ペースが非常に大きい（図表 21、22）。 

○また、価格上昇率が高い医療サービス支出は、名目ベースでみると、過去 30 年あまりの

期間に 30 倍程度に急拡大したことが分かる（次頁図表 23）。 

 

図表２１．米実質個人消費の長期トレンド
①支出ウエイトが拡大する財
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個人消費支出全体 医療
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レクリエーション

（1970年＝100）

 （注） 属人的支出は、生命保険支出、法律関係支出、葬式
        ・埋葬サービス支出など。
（出所）米商務省

図表２２．米実質個人消費の長期トレンド
②支出ウエイトが縮小する財
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（出所）米商務省
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（1970年＝100）

（出所）米商務省

図表２３．米個人消費の長期トレンド（名目）

 
 

○こうした傾向は近年一段と顕著となっており、医療や教育・研究、レクリエーション関

連支出が個人消費全体平均を上回るペースで拡大している（図表 24）。 

○一般にサービス関連支出は、耐久消費財などと比べ長期にわたり変動が小さいという特

徴がみられる（図表 25）。個人のサービス関連支出が安定的な拡大傾向を続けているこ

とは、サービス関連業種の企業収益を安定的に拡大させるのに寄与しているものとみら

れる。 

 

図表２４．2000年以降の実質消費の内訳
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図表２５．米実質個人消費の推移
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（２）足元では所得拡大により消費が底堅く推移 

○また、個人消費全体の動きについては、足元で、「①狭義サービス業の収益拡大→②雇用

の増加→③所得の拡大→④狭義サービス業の収益拡大」といった好循環が指摘できる。 

○実際、2006 年の雇用の伸びをみると、狭義サービス業がほぼ唯一の雇用吸収セクターと

なっている。狭義サービス業を牽引役とした雇用の増大により、米国の実質可処分所得

の伸びは拡大が続いている（図表 26、27）。 

○狭義サービス業では、家計による専門サービス、医療サービス、レジャー関連の支出拡

大を背景に、収益が基調として拡大している。狭義サービス業の収益拡大が雇用の創出

に結びつけば企業部門と家計部門の好循環が、今後もしばらくは期待できることになる。 

 

（前月差、万人）

06/1 06/2 06/3 06/4 06/5 06/6 06/7 06/8 06/9 06/10 06/11 月平均 年間累増数

全産業 15.4 20.0 17.5 11.2 10.0 13.4 12.3 23.0 20.3 7.9 13.2 14.9 164

うち民間 18.8 16.8 15.2 9.3 9.4 10.7 10.4 18.0 14.7 5.1 11.4 12.7 140

建設業 4.4 3.4 0.1 1.0 -0.4 -0.2 0.5 0.8 -0.1 -2.4 -2.9 0.4 4

製造業 0.5 -0.1 -0.1 1.9 -1.0 2.5 -2.3 -0.4 -0.9 -4.4 -1.5 -0.5 -6

卸小売・運輸 2.7 0.6 2.7 -2.2 -1.4 0.1 1.2 0.0 2.1 0.6 3.4 0.9 10

情報 -0.1 0.8 -0.1 -0.2 -0.9 0.1 -1.0 1.0 -0.2 0.2 -0.3 -0.1 -1

金融 2.1 2.4 1.4 2.6 0.7 0.0 0.6 1.2 2.7 0.0 1.1 1.3 15

専門サービス 0.6 2.9 4.3 1.2 6.5 4.3 4.5 3.8 1.3 2.9 4.3 3.3 37

教育・医療 3.7 4.1 3.7 2.8 2.6 2.8 3.1 7.0 5.8 2.3 4.1 3.8 42

ﾚｼﾞｬｰ・娯楽 3.4 2.3 2.1 1.3 2.5 0.9 3.9 3.7 3.0 4.5 3.1 2.8 31

その他ｻｰﾋﾞｽ 1.1 -0.1 0.3 0.0 0.6 -0.3 -0.4 0.6 0.8 0.8 -0.3 0.3 3

（出所）米労働省

図表２６．雇用統計 ～ ２００６年の業種別推移

 

図表２７．米実質可処分所得の推移
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（３）製造業の落ち込みをカバーするサービス業 

○サービス業の安定的な拡大は、今回の景気回復局面において、製造業の循環的な落ち込

みによる悪化を防ぎ、持続的な景気拡大のけん引役となっていたことが指摘できる。 

○労働投入量の動きを通じて供給面からＧＤＰ成長率の推移をみると、同時テロ（2001 年）、

イラク開戦（03 年）、世界的な景気の踊り場（04 年）の時期に製造業は循環的な下降局

面にあったが、サービス業が安定的に拡大した結果、ＧＤＰ成長率全体では失速を回避

してきたことが分かる（図表 28）。 

○足元では製造業の労働投入量の伸びが低下する一方、サービス業では労働投入量が堅調

に拡大している。これまでのパターンから判断すると、サービス業が製造業を下支えす

ることにより、成長率の大幅な低下を回避することが見込まれるといえよう。 

 

図表２８．労働投入量からみた供給面のＧＤＰ
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